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公立豊岡病院組合 



 

入札参加資格審査申請をされる皆様へ 

 

１ 本追加申請は公立豊岡病院（仮称）東新棟他整備事業の一般競争入札に参加する意思がある者

かつ、豊岡病院組合入札公告第１号の入札参加資格の要件に該当する者のみが行うことができ

ます。 

 

２ 社会保険加入の要件化 

入札参加資格申請は、加入義務のある「健康保険」、「厚生年金保険」及び「雇用保険」(以下「社

会保険」という。) の全てに加入していることが必要です。 

入札参加資格審査申請時に提出する総合評定値通知書の「その他の審査項目（社会性等）の欄」

の、全ての社会保険の加入の有無が「有」又は「除外」の時に限り申請を受け付けます。いずれ

かの社会保険の加入の有無が「無」の場合は、申請を受け付けません。 

 

３ 個人情報を記載する申請書等の提出に係る本人の承諾等 

申請書等に記載していただく、代表者や職員氏名等の個人に関する情報（以下「個人情報」と

いう。）は、公立豊岡病院組合の入札契約事務のために収集するものです。 

個人情報を記載する申請書等の提出に当たっては、使用目的を本人に伝え、その承諾を得てく

ださい。 

 

４ 入札参加資格者名簿への登載の効果等 

審査の結果、入札参加資格を有すると認めた場合は、入札参加資格者名簿に登載します。 

なお、これによって入札参加機会が約束されるものではありません。 

 

５ 虚偽申請等の取扱い 

入札参加資格審査申請書その他の提出書類の重要な事項について虚偽の記載をし、又は重要な

事実について記載をしなかったことが判明した場合は、入札参加資格を取り消すことがあります。 
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第１ 入札参加資格審査申請を受け付ける工事等の種別 

 

受付する工事（入札参加を希望する工事） 

工事の種別 種別の分類 

建築一式工事 
木造建築工事、鉄筋・鉄骨コンクリ－ト建築工事、コンクリ－トブロック建築

工事、プレハブ建築工事 

電気工事 
建築電気設備工事、建設電気設備工事、受変電設備工事、外線工事（交通信号

設備、ネオン装置工事を含む） 

管工事 

《配管工事》 

給排水衛生設備工事、ガス管配管工事、厨房設備工事 

《冷暖房・空調工事》 

冷暖房設備工事、空気調和設備工事 

《浄化槽工事》※ 

合併処理浄化槽工事、単独処理浄化槽工事 

電気通信工事 
テレビ電波障害防除設備工事、映像・音響・拡声設備工事、電話・情報通信設

備工事 

消防施設工事 消火設備工事、警報設備工事、避難設備工事、消火活動上必要な施設 

解体工事 建築物解体除去工事 

※浄化槽工事については、浄化槽法（昭和 58年法律第 43号）に基づく工事業者の兵庫県知事への届

出がされていることが必要です。 
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第２ 申請に係る受付期間及び場所等 

１ 受付について 

（１）受付期間 令和６年６月１１日（火）～６月２４日（月）（土・日曜日及び祝日を除く。） 

        ※受付済の申請書に補正指示があった場合は、５日以内に補正や不足書類の提出等

を行ってください。補正や不足書類の提出等がなかった場合は、受付を取り消し

ます。 

        ※期間経過後の申請は受付できません。 

（２）受付時間 午前９時から午後４時（正午から午後１時を除く。） 

（３）受付場所 公立豊岡病院組合統轄管理事務所総務部出納室 

        〒668－8501 兵庫県豊岡市戸牧 1094番地 

        電話 0796－22－6111（内線 2105、2110） 

        ※申請書類一式を持参又は郵送してください。【必着】 

（４）令和６・７年度入札参加資格を申請済の方は再度申請する必要はありません。 

 

２ 入札参加資格者名簿への登載について 

（１）今回申請された方の入札参加資格の有効期間 

令和６年７月１日から令和８年３月３１日までです。 

（２）経営事項審査について 

①経営事項審査の受審の必要性 

建設工事の入札参加資格審査を申請される方は、毎年決算確定後、速やかに建設業法に基づく

経営事項審査（以下「経審」という。）を受けるとともに、総合評定値通知書の交付を受けるこ

とが必要です。 

②有効な総合評定値通知書の必要性 

名簿に登載されるためには、入札参加資格審査の申請時に、申請者が審査基準日（決算日）か

ら１年７か月以内の有効な経審の総合評定値通知書を有していることが必要です。 

なお、申請を希望する工種に対応する総合評定値通知書の平均工事高が０円の場合は、その工

種の申請はできません。 

③申請後に建設業許可番号が変更された場合 

申請後に建設業の許可番号が変更（単なる許可の更新を除く。）された場合等には、変更後の許

可番号に係る総合評定値通知書を取得し、申請要領記載の変更届の手続きをしてください。 

④申請後に新たな総合評定値通知書の交付を受けた場合 

ア 入札参加資格審査の申請先への手続き 

入札参加資格審査申請後、新たな総合評定値通知書の交付を受けた場合（建設業の許可の

変更を伴う場合等は除く。）、入札参加資格審査の申請先に写しを提出してください。 

イ 一般競争入札等に参加する場合の手続き 

一般競争入札等の参加に当たっては、経審の有効期間、経審を受けた建設工事の種類その

他の事項を確認するため、入札参加者は、発注者に総合評定値通知書の写しを提出する必

要があります。 

詳細は、個別の入札公告等をご覧ください。 
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３ その他 

（１）申請書の提出後に変更が生じたときは、変更届を提出してください。変更届の詳細については、

「第６ 変更届及び入札参加資格の承継」をご覧ください。 

（２）将来、建設工事入札参加資格者名簿の登載内容のうち、登録者の商号、所在地、登録業種が公

表されることがありますのでご了承のうえ申請願います。 

（３）受付した書類は、原則として返却できませんので、ご了承願います。 

（４）社員及びその家族が、公立豊岡病院組合立病院において治療費等を滞納し、所定の手続きを経

ても入金されない場合は、文書にて通知のうえ登録を削除することがあります。 

 

第３ 入札参加資格審査申請を受付けない者 

１ 契約を締結する能力を有しない者 

２ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

３ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第 32 条第１項各号に

掲げる者 

４ 公立豊岡病院組合との契約に関して地方自治法施行令第 167 条の４第２項各号のいずれかに該当

すると認められる者でその事実があった後２年を経過しない者 

５ ４に該当する者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者 

６ 入札参加資格審査申請書その他の提出書類の重要な事項について虚偽の記載をし、又は重要な事

実について記載をしなかった者 

７ 消費税及び地方消費税（延滞税等の附帯税を含む。）を滞納している者 

災害等により国税通則法の規定に基づき、徴収猶予又は納税の猶予を受けている場合は除きます。 

８ 添付書類不備、印鑑押印もれ等、必要な書類が整っていない者 

９ 建設業法による建設業の許可を受けていない者 

１０ 建設業法による有効な総合評定値通知書を有していない者 

総合評定値通知書は審査基準日（決算日）から１年７か月以内のものでなければ有効ではあり

ません。また、今後公立豊岡病院組合と契約する時点においても、必ず有効な総合評定値通知

書を有していなければなりません。 

１１ 申請を希望する工種に対応する総合評定値通知書の年間平均完成工事高が０円の者 

１２ 入札参加申請を受付する工事及び業務の種類に該当しない業種を申請した者 

１３ 入札参加資格審査申請時に提出する総合評定値通知書において、「その他の審査項目（社会性等）

の欄」の、「健康保険」、「厚生年金保険」及び「雇用保険」のいずれか１つでも「無」となって

いる者 
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第４ 入札参加資格審査申請書提出要領 

１ 提出書類 

※公立豊岡病院組合様式は、ホームページからダウンロードできます。

（http://www.toyookahp-kumiai.or.jp/） 

（１）建設工事の一般競争・指名競争入札 

建設工事（土木工事及び建築工事の総称）の一般競争・指名競争入札については、次の様式によ

り受付します。 

① 一般競争（指名競争）参加資格審査申請書【様式１(共通様式)】 

② 経営規模等評価結果通知書 総合評定値通知書（写し） 

ア 建設業法第 27条の 29 第１項の規定による総合評定値通知書の写し。なお、総合評定値通

知書は入札参加資格審査申請日時点で有効なもの（審査基準日が申請日前１年７か月以内）

が必要です。 

イ 有効な複数の総合評定値通知書を受領している場合は、直近のものを使用してください。 

ウ なお、「その他の審査項目（社会性等）の欄」の、「健康保険」、「厚生年金保険」及び「雇

用保険」のいずれか１つでも「無」となっている場合は、入札参加資格申請の受付はでき

ません。 

③工事経歴書【様式２】 

公立豊岡病院組合様式と同じ項目が記入されていれば、他の既存資料を使用してもかまいませ

ん。（例：経営事項審査申請時等に提出する工事経歴書に工事概要を追加したもの） 

④営業所調書（建設工事）【様式３】 

⑤完成工事高表【様式４】 

⑥業態調書【様式５】 

⑦建設業許可申請書等（写し） 

以下のア、イ及びウ全て必須です。 

ア 建設業許可申請書（様式第１号）の写しで、許可行政庁の受付印のあるもの 

イ 営業所一覧表（別紙２）の写し 

ウ 建設業許可通知書又は建設業許可証明書の写し 

⑧建設業退職金共済事業加入・履行証明書（写し） 

 加入していない場合、提出不要です。 

⑨納税証明書（写し） 

税務署が発行する納税証明書（証明年月日が申請日以前３か月以内のもの・写し）を、次によ

り提出してください。 

ア 法人の場合 

納税証明書（その３の３）法人税と消費税及地方消費税 

イ 個人の場合 

納税証明書（その３の２）申告所得税及復興特別所得税と消費税及地方消費税 

（注１）免税又は非課税業者の方も申請すれば納税証明書が交付されます。 

（注２）納税証明書は、本社（店）を管轄する税務署において発行しています（有料）。 

 

http://www.toyookahp-kumiai.or.jp/
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⑩商業登記簿謄本（法人の場合、写し）又は身分証明書（個人の場合、写し） 

証明年月日が申請日以前３か月以内のもの。 

⑪使用印鑑届【様式６】 

⑫委任状（代理人を選任する場合）【様式７】 

※必ず「３ 委任期間」を記入してください。 

⑬障害者雇用状況報告書（写し） 

公共職業安定所に提出した「障害者雇用状況報告書（様式第６号）」の写し 

（原則として、職業安定所の令和５年の受付印のあるものの写し、電子申請の場合は申請の際

の書類控え） 

※障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）に基づく身体障害者もしくは

知的障害者の雇用状況の報告義務がある事業者のみ提出すること。 

※受付印がない場合、その理由（「報告書を郵送したため」など）を記載した付箋等を報告書

の写しに貼り付けてください。 

⑭入札参加資格審査申請提出書類一覧表兼表紙（表紙） 

申請者確認欄に「〇」を記入してください。 

⑮受領書【様式８】 

受領書が必要な場合は提出してください。 

商号又は名称欄を記入してください。（太枠内） 

郵送の場合は、返信用封筒に返信用切手を貼り郵便番号、所在地、商号又は名称を記載したも

のを必ず同封してください。返信用封筒が無いものは受領書の送付は致しません。 

 

２ 提出に係る注意点 

（１）障害者雇用状況報告書等の提出がない場合は、該当なしとして取り扱います。 

（２）申請書と添付書類はＡ４フラットファイルに、前項「１ 提出書類」の⑭を表紙とし、①～⑬

の書類を番号順に綴じ込み、インデックスで見出しを付けてください。⑮受領書はインデックス

を付けず、一番上に綴じてください。また、背表紙に商号又は名称を記載してください。 

（３）申請書等の内容を誤って記入したときは、再度様式をダウンロードし記入し直してください。 

（４）受付期間後半の混雑を緩和するため、早期提出にご協力ください。また、申請書類等に不備が

あり再提出する場合も必ず受付期間内に提出する必要がありますのでご注意願います。 
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第５ 入札参加資格審査申請書記載要領 

 申請書等の記入は、直接入力するか、手書きの場合は黒のボールペンを使用し、明確に記入してく

ださい。 

１ 建設工事の一般競争・指名競争入札 

（１）一般競争（指名競争）参加資格審査申請書【様式１(共通様式）】 

① ｢01 新規・更新」欄 

・該当する申請区分に「○」を記載してください。なお､「新規」とは、公立豊岡病院組合

に対して過去に一度も申請を行っておらず初めて申請をする場合又は過去に何度か申

請したことがあっても、前回の申請を行っていない場合をいいます。 

②「03 業者コード」欄 

・※入力不要とします。 

③「04 法人番号」欄 

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律

第27号）第39条第１項又は第２項の規定により法人番号の指定を受けた者について、国税

庁長官から通知された13桁の法人番号を記載してください。なお、個人の場合など、法人

番号の通知を受けていない場合には記載を要しません。 

④ ｢05 建設業許可番号」欄 

・建設工事に係る申請をする場合に限り記載し、許可を受けている建設業の番号（８桁）を

総合評定値通知書（建設業法（昭和24年法律第100号）第27条の29第１項の請求により国

土交通大臣又は都道府県知事から通知されたもので、申請日の直近のものをいう。）から転

記してください。 

⑤ ｢06 適格組合証明」欄 

・官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和41年法律第97号）第２条

第１項第４号に該当する組合について、経済産業局長又は沖縄総合事務局長が発行する

官公需適格組合証明書の取得年月日及び番号を記載してください。 

⑥「09 商号又は名称」欄 

・株式会社等法人の種類を表わす文字については、下表の略号を用いてください。 

なお、下表の区分に該当しない法人については、共通様式上の略号を記載する（ ）を

空欄とし、右欄に略称表記をせずに記載してください。 

種類 
株式 

会社 

有限 

会社 

合資 

会社 

合名 

会社 

協同 

組合 

協業 

組合 

企業 

組合 

合同 

会社 

有限責任 

事業組合 

経常建設共 

同企業体 

略号 （株） （有） （資） （名） （同） （業） （企） （合） （責） （共） 

種類 
一般財団 

法人 

一般社団 

法人 

公益財団 

法人 

公益社団 

法人 

特例財団 

法人 

特例社団 

法人 

略号 （一財） （一社） （公財） （公社） （特財） （特社） 
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⑦「11 代表者氏名」欄 

・ミドルネームを持つ申請者については、「姓」欄にラストネーム、「名」欄にファース

トネーム及びミドルネームを記載すること。また、この方法によることができない場合

には、全てを「姓」欄に記載してください。 

    なお、本標準様式におけるその他の氏名欄についても同様に記載してください。 

⑧「12 本社（店）電話番号」欄及び「16 担当者電話番号」(必要があれば内線番号)欄 

・市外局番、市内局番及び番号については、（  ）を用いずに、数字のみを記載してくだ

さい。 

⑨ ｢17 担当者メ－ルアドレス」欄 

・申請先地方公共団体からの種々の連絡に対応でき得るアドレスを記載してください。 

➉ ｢18 代理申請時使用欄」 

・行政書士が代理申請する場合に使用してください。なお、申請者の従業員が代表者に代

わって申請書を提出する場合は本欄への記載は不要です。 

⑪ ｢19 外資状況」欄 

・外資系企業（日本国籍会社を含む｡）の場合に、該当する会社区分に「○」を記載するとと

もに、［ ］内に外国名を、（ ） 内に当該国の資本の比率をそれぞれ記載してください。

外資がない場合には、「外資なし」欄に「○」を記載してください。 

なお、「３ 日本国籍会社｣（外資比率：100％）とは100パ－セント外国資本の会社を、「４ 

日本国籍会社」とは一部外国資本の会社をそれぞれいいます。 

⑫ ｢20 営業年数」欄 

・申請日の直近の総合評定値通知書における営業年数（１年未満切り捨て）を記載してく

ださい。なお、申請者が共同企業体の場合は各構成員の平均年数を、官公需適格組合で

総合点数の算定等の特例扱いを希望する場合は組合及び構成員の平均年数（１年未満切

り捨て）を記載してください。 

・合併等から経営事項審査の基準日までの期間が５年未満の場合は、「営業年数」欄の右

欄に合併等後の年数及び月数を記載してください。 

⑬「21 常勤職員の人数（人）」欄 

・「① 技術職員」及び「② 事務職員」の各欄には、基準日の前日において常時雇用して

いる従業員のうち、専ら登録を希望する業種に従事している職員の数を記入し、「③ そ

の他の職員」欄には、それ以外の職員数で法人にあっては常勤役員の数を含めたものを、

個人にあっては事業主を含めたものをそれぞれ記載してください。基準日は、競争参加

資格審査の申請をしようとする日の直前に受けた経営事項審査の審査基準日としてく

ださい。また、「④ 合計」欄に①～③の合計人数を記入し、「⑤ 役職員等」欄に常勤

役員又は事業主の数を内数で記載してください。 

⑭「22 設立年月日（和暦）」欄 

・登記事項証明書記載の設立年月日を記載してください。なお、個人の場合には記載を

要しません。 
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⑮「23 みなし大企業」欄 

・中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条第１項第１号に規定する中小企業

のうち、発行済株式の総数又は出資金額の２分の１以上を同一の大企業が所有してい

る中小企業、発行済株式の総数又は出資金額の３分の２以上を大企業が所有している

中小企業、大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占め

ている中小企業のいずれかに該当する中小企業（みなし大企業）は、「下記のいずれかに

該当する」欄に「○」を記載し、上記に該当しない場合は「該当しない」欄に「○」を

記載してください。 

 

（２）工事経歴書【様式２】 

①入札参加を希望する工事の種別についてのみ作成してください。 

②総合評定値通知書の年間平均完成工事高に含まれる工事のうち、完成工事高表（様式④）の「１

件当たりの最高金額」欄に記載した工事（必ず記入すること）及び主な工事について、「工事の

種別」、「注文者」、「元請又は下請の区分」、「工事名」、「工事概要」、「工事場所のある市区町名」、

「請負代金の額（消費税を除く。）」、「着工年月」及び「完成又は完成予定年月」を該当欄ごと

に記入してください。 

③工事経歴書に複数の工事を記載される方は、完成工事高表の「１件当たりの最高金額」欄に記

載した工事がどれか判別できるように○印を付けてください。 

④工事概要の欄は、「鉄筋鉄骨○階建工事」等簡単に記入してください。 

⑤工事経歴書については、様式と同様の内容が記載されており、かつ完成工事高表の「１件当た

りの最高金額」欄に記入した工事が記載されていれば、他の既存資料でもかまいません。 

 

（３）営業所調書（建設工事）【様式３】 

①申請日現在で作成してください。 

②「本社、支店、営業所等名称」欄（上欄）、「代表者又は受任者」欄（下欄） 

・上欄には、申請を希望する工事の種類について、公立豊岡病院組合と常時契約の締結が可能

で、かつ締結を希望する本店、支店、営業所等の名称を記入し、下欄には代表者又は受任者

名を記入してください。最大４つまで記入できます。 

・営業所調書に記入する本店、支店、営業所等には、入札参加を希望する工種に対応する建設

業許可が必要です。契約の締結権限のない単なる連絡所等は登録できません。 

・「代表者又は受任者」氏名は、姓と名の間を１文字空けてください。 

・本店を登録する場合は、必ず番号１の欄には本店を記入し、番号２以降に支店、営業所等を

記入してください。 

・本店の中の事業部長でしか契約を締結しないような場合には、上欄に事業部名を記入し、下

欄に事業部長名を記入してください。 

・代表者又は受任者は、他の支店、営業所等の受任者を兼ねることはできません。 

③「所在地」欄 

・都道府県名から記入してください。 
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・「丁目」及び「番地」の文字は、「－」（ハイフン）に置き換え、省略してください。 

④「電話・ＦＡＸ番号」欄 

・上段に電話番号を、下段にＦＡＸ番号をそれぞれ記入し、市外局番、市内局番及び番号は「－

（ハイフン）」で区切ってください。 

⑥「許可を受けた建設業の種類」欄 

・「本社、支店、営業所等名称」欄に記載した本店、支店、営業所等が許可を受けている建設業

の種類の欄に、一般建設業の場合は「１」を、特定建設業の場合は「２」を記入してくださ

い。 

（02=建築工事業，08=電気工事業，09=管工事業，22=電気通信工事業，27=消防施設工事業, 

29=解体工事業） 

⑦「メールアドレス」欄 

・当該営業所等へ連絡する際のメールアドレスがあれば、正確に記入してください。 

 

（４）完成工事高表【様式４】 

年間完成工事高等を記入してください。入札参加資格審査申請した工種及び入札参加を希望

しない工種の年間完成工事高は、合算してその他欄に記入し、合計欄を総合評定値通知書と一

致させてください。 

①「入札参加を希望する工事の種別」欄 

・入札参加を希望する工事の種別に、「〇」を記入してください。 

②「Ａ 年間平均完成工事高」欄 

・１～６の欄には、入札参加を希望する工事の種別についてのみ、総合評定値通知書の年間平

均完成工事高（２年又は３年の平均完成工事高（以下、同じ。）欄の金額になります。）を記

入してください。総合評定値通知書の年間平均完成工事高が「０」の工事種別は、入札参加

を希望できません。 

・入札参加を希望しない工事及び１～６の欄に区分できない工事の年間平均完成工事高は、「そ

の他」 欄に合算して記入し、「合計」欄が、総合評定値通知書の「２年又は３年平均」の完

成工事高合計と一致するようにしてください。なお、総合評定値通知書の合計欄は、千円未

満の金額も反映していることから、合計金額に１～３千円程度、差が生じる場合があります

が、この場合は、修正する必要はありません。 

・入札参加を希望しない工事の種別の欄は、何も記入しないでください（０も記入しない。）。 

③「Ａ 年間平均完成工事高」の「１件当たり最高金額」欄 

ア 「Ａ 年間平均完成工事高」欄に記入した年間平均完成工事高に含まれる工事のうち、１件

当たり最高の契約金額を記入してください。 

２年又は３年で除した金額ではなく、契約金額を入力してください。 

イ 上段に記入した「Ａ 年間平均完成工事高」の金額と、次の関係が成立していることを確認

してください。 

（２年平均の場合）①「Ａ 年間平均完成工事高」≧④「1件当たり最高金額」×１／２ 

（３年平均の場合）①「Ａ 年間平均完成工事高」≧④「1件当たり最高金額」×１／３ 

ウ この欄に記入した工事は、必ず工事経歴書に記入し、判別できるように（例えば○印を付
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けるなど）してください。 

④「Ａのうち公立豊岡病院組合との工事実績のうち、１件当たり最高金額」欄 

ア 「Ａのうち公立豊岡病院組合との工事実績のうち、１件当たり最高の契約金額」を記入し

てください。 

２年又は３年で除した金額ではなく、契約金額を入力してください。 

イ この欄に記入した工事は、必ず工事経歴書に記入し、判別できるように（例えば○印を付

けるなど）してください。 

⑤「Ａのうちその他の官公庁との工事実績のうち、１件当たり最高金額」欄 

ア 「Ａのうち、国、地方公共団体、公団等（法人税法別表第一に掲げる公共法人と建設業法

施行規則第 17条の２及び第 18 条に規定される法人に限る。）、公立豊岡病院組合以外の官

公庁との工事実績のうち、１件当たり最高の契約金額」を記入してください。 

２年又は３年で除した金額ではなく、契約金額を入力してください。 

イ この欄に記入した工事については、必ず工事経歴書に記入し、判別できるように（例えば

○印を付けるなど）してください。 

⑥「その他」欄 

・総合評定値通知書の「２年又は３年平均」の年間平均完成工事高のうち入札参加を希望しな

い工事及び１～６の欄に区分できない工種に係る金額を合算して記入してください。 

・１～６が空欄で、その他に全額を記入する場合、受け付けできません。 

・その他の工事の完成工事高には、建設工事以外の請負契約（測量・建設コンサルタント業務

等）及び物品の販売等の兼業売上高は含みません。 

⑦「合計」欄 

・入札参加を希望する工事の年間平均完成工事高及び「その他」欄の年間平均完成工事高の合

計を記入してください。 

・この欄の金額は、総合評定値通知書の２年又は３年の平均完成工事高合計と一致します。な

お、総合評定値通知書の合計欄は、千円未満の金額も反映していることから、合計金額に１

～３千円程度、差が生じる場合がありますが、この場合は、修正する必要はありません。 

 

（５）業態調書【様式５】 

「１ 希望する工事の内容及び機器等の状況調べ」 

①「(1)電気工事」欄～「(4)消防施設工事」欄（当該工事を希望する方は必ず記入してくださ

い。） 

登録を希望する工事の下欄に、希望順位を数字で「１」から記入してください。希望しな

い工事の欄には「０」を記入してください。 

②「届出番号」、「届出受理年月日」の欄（浄化槽工事を希望する方は必ず記入してください。） 

浄化槽法に基づく工事業者の兵庫県知事への届出がなされていない場合は、浄化槽工事を

希望できません。 
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第６ 変更届及び入札参加資格の承継 

１ 変更届について 

入札参加資格審査申請後、次の「（１）届出が必要な事項」の申請内容に変更が生じたときは、

「（２）届出が必要な書類」を提出してください。 

（１）届出が必要な事項 

①商号又は名称の変更 

②本店、支店又は営業所の名称、所在地、電話番号、FAX番号、E-mailアドレス等の変更 

③法人にあっては、その代表者及び受任者の氏名の変更 

④個人にあっては、その者の氏名及び受任者の氏名の変更   

⑤使用印鑑の変更   

⑥営業を廃止した場合 

⑦資格の承継があった場合（会社の合併、営業譲渡、個人の相続、個人から法人への組織変更等） 

⑧建設業の許可区分等の変更（単なる許可の更新の場合は届出不要） 

ア 知事許可から大臣許可（又は大臣許可から知事許可）に変更となった場合 

イ 一般建設業から特定建設業（又は特定建設業から一般建設業）に変更となった場合 

ウ 許可業種が変更となった場合 

⑨入札参加資格申請の取り下げを希望する場合 

（２）届出が必要な書類 

①公立豊岡病院組合入札参加資格審査申請書変更届 

②委任状（既提出内容に変更がある場合） 

③使用印鑑届（既提出内容に変更がある場合） 

④承継内容の判る資料（資格の承継の場合） 

例）・合併契約書の写し 

  ・債権債務譲渡契約書の写し 

  ・株主総会の議事録の写し 

  ・定款の写し       ほか 

  ※）変更事項が確認できる書類（登記簿謄本・建設業許可の変更届等）を添付してください。 

  ※）本店等の代表者（支店、営業所は不可）名義で届出をしてください。 

（３）届出が不要な事項 

①資本金等の増額又は減額 

②代表者以外の役員の変更（公立豊岡病院組合と契約する営業所の代表者又は受任者の場合は必

要） 

③公立豊岡病院組合との取引に関係のない支店等に係る変更 

（４）次の場合は、事前に公立豊岡病院組合総務部出納室に照会してください。 

①営業を休止又は廃止したいとき 

②その他、判断しがたいとき 
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２ 入札参加資格の承継について 

競争入札に参加することができる者で、その営業の同一性を失わない営業を引き続き行おうとす

る個人及び被承継人から承継する営業内容に対応する資格を承継しようとする法人で、次に掲げる

者にあっては、別添の入札参加資格承継申請書にその他必要書類を添えて申請してください。 

① 個人が死亡したときは、その相続人 

② 個人が法人を設立したときは、その法人 

③ 法人が合併したときは、合併後存続する法人若しくは合併により設立した法人 

また、建設工事にあっては、資格を承継した者が有効な総合評定値通知書を有していなければ、 

公立豊岡病院組合と契約を締結することができませんので注意してください。 


